
予算 決算

①交通不便地域に
おける自動運転実
証運行の乗車人数

3,000 人 1,189 人 39.6%

②研究会参加企業
数

30 社 26 社 86.7%

③成長産業関連企
業の増加件数

1 件 1 件 100.0%

①愛媛県と大分県
間におけるフェリー
利用者数

1,204,840 人 541,615 人 45.0%

②観光宿泊客数 1,018,330 人 800,285 人 78.6%

【渡邊委員】
・免許返納などでこれまでと違った移
動手段を必要としたり、移動に困って
いる人たちへの早急な対応、ローカル
イノベーションを実践するための調査
研究、大分市らしい、大分市発の移
動手段の構築など、スピードアップで
実行していただきたい。

【土屋委員】
・「近未来の大分市」のイメージだけで
も公表できると市民が関心を持つきっ
かけになるのではないか。
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豊予海峡ふれ愛事業

（企画課）

人口減少・少子高齢社会
において活力ある社会経済
を維持・向上するため、交流
人口の拡大や各地域の魅
力向上に取り組むとともに、
基礎自治体単独では取り組
むことの難しい課題の解決
や継続的・安定的な行政
サービスを提供し合いなが
ら、活力ある社会経済を維
持し、住民が安心して快適
な暮らしを営んでいけるよ
う、大分県、愛媛県相互の
各市町との交流を促進し、
観光、文化等の様々な分野
に係る新たな交流圏域を形
成する。

R2～R4 推進 8,000 825 11,000
事業の発展

（取組の追加、変更によ
り発展）

○豊予海峡ふれ愛事業
令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の状況を見極めながら、広域連

携と観光資源の優位性を活かした効果的な事業を実施することで、観光入
込客数の増加を目指す。

【主な事業（10事業）】　※【新規】は参加市町から新たに提案された事業
①【新規】特産品魅力発信イベント（令和4年8月6日実施）

圏域自治体のイベントにおいて、圏域自治体が一堂に会する特産品販売
ブースを設けることで、圏域の一体的な食等の魅力発信を行い、より効果的
な特産品販売の裾野拡大と、食等の魅力を誘因とする両県の交流人口の
増加を図り、圏域経済の活性化につなげる。
②【新規】愛媛大分郷土料理の学校給食体験事業（令和4年4月開始）

圏域内の小中学生を対象に、愛媛・大分の特産品や地産地消を活かした
郷土料理等、学校給食を通じて食育の機会を提供することで、食文化の相
互理解の推進を図る。
③【新規】地域おこし協力隊交流事業

圏域自治体の地域おこし協力隊のネットワークが広がることで、それぞれ
の市町での隊員の活動を活性化させる。
④首長サミット（令和4年7月14日開催）
⑤サイクリング姉妹都市の相互ＰＲ
⑥相互交流事業（スポーツ交流・農泊体験）（令和4年7月30日・31日実施）
⑦内子町伝統芸能祭り
⑧道の駅等連携事業
⑨愛媛大分スタンプラリー（令和4年9月１5日開始）
⑩大分市豊予海峡交流促進事業補助金（随時受付）

【長﨑委員】
・大分市と愛媛県中予・南予地域市町
村との連携は、交流促進・観光振興
だけでなく災害対策の観点からも重
要と考えられる。平時の連携事業を
通じて自治体職員間及び地域の各種
団体間で意識的に「顔の見える関係」
を作っていただき、非常時における相
互援助にも役立てていただきたい。

【相本委員】
・今年7月に首長サミットを大分市で開
催されたほか、スポーツ交流・農泊体
験などコロナ禍でも徐々に交流が再
開されるなど、今後の取組が活発化
されることが期待される。これまで行
政主体の取組を今後は、民間を巻き
込んだ取組にしていくと報道にあった
が、海を挟んだ両県にとって、フェリー
事業者と連携した取組など、是非、積
極的に進めていただきたい。

63,375 51,392 -
事業の継続

（計画通り事業を継続）

○自動運転
本事業は、平成29年度から開始し、これまでの中心市街地や過疎地、観

光地など様々な道路交通環境における実験運行を通じて、自動運転技術の
安全性の確認及び社会受容性の醸成が図られた。自動運転技術を活用し
た地域公共交通ネットワークの構築に向けては、技術革新の進展や国の制
度改正のほか、地域における運行体制の確立や事業性の確保など様々な
課題があることから、引き続き調査・検討を進める。

○ローカルイノベーション
本事業は、これまでグリーンスローモビリティや超小型モビリティなど、多

様なモビリティに関する調査研究を行っている。今後は、空飛ぶクルマの調
査を行い、最新の動向を調査するとともに、離発着場の関連設備や機体の
整備など、本市産業への落とし込みや波及効果の可能性について検討を行
う予定としている。

1

自動運転の社会実装
を見据えた地域公共交
通の再編とローカルイ
ノベーション

（都市交通対策課）
（創業経営支援課）

地域公共交通を担う事業
者においては、ドライバー不
足や利用者数の減少を受け
路線の減便などが進んでお
り、住民サービスの低下に
加え、経済、社会活動の停
滞が懸念される。自動運転
の早期のサービスインに向
けて、地域公共交通ネット
ワークの構築に資する実験
運行を実施する。

また、臨海工業地帯を中
心として多くの企業が集積
する本市の特性を活かし
て、自動運転技術等の今後
成長が見込まれる産業にお
いて、企画から製造、活用
までを一体的に展開可能な
ローカルイノベーションが促
進されるよう産学官が地域
ぐるみで連携できる環境整
備を進め、仕事の創出につ
なげる。

R1～R3 推進

本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ） 実績を踏まえた事業の方向性

委員からのご意見R3 R4
予算

指標 R3目標値 R3実績値 達成率 今後の方針 今後の方針の理由、考え方など
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資料②

①経営革新計画終
了企業の雇用増加
数【県全体】

270 人 271 人 100.4%

②事業承継相談対
応件数【県全体】

50 件 53 件 106.0%

③デザイン経営個別
相談会の参加者【県
全体】

180 人 194 人 107.8%

①農林水産物産出
額【県全体】

2,017 億円 1,836 億円 91.0%

②経営継承の推進
件数【県全体】

200 件 252 件 126.0%

③集落営農組織カ
バー集落数【県全
体】

1,377 集落 1,465 集落 106.4%

【渡邊委員】
・パッケージや容器など、中身の消費
が終われば必要なくなるものに付加
価値をつけ、商品の販売促進に貢献
させるという手法や戦略（「クリエイ
ティブ産業育成」事業）は素晴らしいと
思う。パッケージ以外で、こうした高付
加価値化の対象になるような分野を
見つけ、応用してほしい。

【土屋委員】
・「デザインを経営に取り入れ」の観点
から1．施策15「個性豊かな文化・芸
術の創造と発信」との連携を図ってみ
たらよいのではないか。
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農林水産業サプライ
チェーン最適化推進事
業

（生産振興課）

※大分県を中心に、大
分市や他の自治体との
広域連携により交付金
の採択を受けている。

高齢化・人口減少が進ん
でおり、耕作放棄地が増加
しているなか、担い手自身も
高齢化しており、今後は農
業生産活動の継続が危ぶ
まれる事態が予測されてい
ることから、地域農業のサ
ポートを行う「地域農業経営
サポート協議会」に対して補
助を行い、地域を支える仕
組み（ネットワーク・コミュニ
ティ）づくりをモデル的に支
援する。

R3 推進 6,000 6,000 -
事業の終了

（当初の予定通り事業
を終了する）

○大分市集落営農構造改革対策事業（市の事業）
当初の予定通り事業終了となるが、令和3年度に引き続き、集落支援員

（総務省の事業）の制度を利用し、運営費の負担軽減を図ることで、協議会
の運営力をより強化することができるよう支援する。

今後も収益の確保を図るとともに、協議会の事業に賛同される生産者（連
携員）の増加に努めることにより、ネットワーク化の希望を叶える集落数の増
加をめざす。

12,538 12,531 17,899
事業の発展

（取組の追加、変更によ
り発展）

○クリエイティブ産業育成（市の事業）
１．経営とブランディング講座

デザインを経営に取り入れ、より大きな効果を生むためには、パッケージも
大切であると同時に、企業経営の現状を把握し、何が問題でありどのように
改善していくべきかについて学ぶことがより重要であるため、令和4年度は
引き続き「経営とブランディング講座」を開催し学ぶ機会を創出する。

また、令和3年度の受講生に対し、ビジネスプランの事業化に向けた相談
会や合同展示会出展の支援など販路拡大に向けた支援を実施する。
２．パッケージデザインコンテスト
　令和3年度は、9件のマッチング、4件の商品化を実現することができた。

令和4年度は、より多くの事業者・クリエイターに参加してもらうため、コンテ
ストの実施方法に工夫を加える。また、公式ホームページの掲載内容の充
実を図る(情報量、質の向上)とともに、これまでの取組や受賞クリエイターの
実績、課題提供企業・商品の素晴らしさを市内外に発信する。
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おおいたの未来を牽引
する事業者育成体制
整備事業

（商工労政課）

※大分県を中心に、大
分市や他の自治体との
広域連携により交付金
の採択を受けている。

中小企業の持続可能な成
長のために、より付加価値
の高い商品･サービスを開
発する。クリエイターや市内
中小企業が出会う場を提供
するとともに、市内クリエイ
ターの育成に向けた取組を
通じて、クリエイティブ産業
の育成を図る。

R3～R5 推進


